
資料－２ 

1 

 

前回委員会の補足事項 

 

１ 各処理手法の整備エリアについて 

リーフレット「京都府水洗化総合計画 2015～伝えよう、京の明日へきれいな水を～」 

 

２ 集合処理と個別処理で整備する場合の経済比較について 

 

 

 

 

 

 

 

経済比較表 

集合処理の場合 数量 （万円/年） 個別処理の場合 数量 （万円/年） 

処理場の建設費 

（CT） 

23m3/日 206.8 処浄化槽の建設

費(CJ) 

20 基 52.3 

処理場の維持管理費 

（MT） 

23m3/日 131.5 浄化槽の維持管

理費(MJ) 

20 基 130.0 

管渠の建設費 

(CP) 

1,000m 87.5    

管渠の維持管理費 

(MP) 

1,000m 6.0    

計  431.8 計  182.3 

 

持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアルによる費用関数 

CT=1,468×Qd
0.49/33年=1,468×230.49/33年=206.8 万円/年 （耐用年数 33年） 

MT=16.6×Qd
0.66=16.6×230.66=131.5万円/年       ※Qd：日最大汚水量(m3/日) 

 CP=1,000m×6.3万円/m/72 年=87.5万円/年 （耐用年数 72年） 

 MP=1,000m×0.006万円/m =6.0万円/年 

 CJ=83.7万円/基×20基/32年=52.3 万円/年 （耐用年数 32年） 

 MJ=6.5万円/基/年×20 基=130.3万円/年 
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３ 前回委員会での意見に対する新計画での対応（案） 

 

 

（１） 汚水処理人口普及率の更なる引き上げには、浄化槽の普及促進が必要だが、高齢

化や資金不足など解決が難しい課題が多く、課題解決には新たな施策が必要ではな

いか。また、下水道への未接続人口の解消についても同様の課題があると思われる。 

 

 

⇒  資金不足の課題については、既に浄化槽への設置費の助成や水洗化工事への助成

などの取組が行われている状況。さらに近年では、単独処理浄化槽や汲み取りから

合併処理浄化槽への転換を促進するべく、既設の浄化槽（便槽）撤去および宅内配管

設置費用が助成対象として拡充されている。高齢化の課題に対しては、容易に解決

できる手立てがないのが実情である。 

助成制度の周知を含めて、浄化槽の普及促進や未接続人口の解消に対しては、粘り

強い対応が必要であり、新計画には、「広く啓発・広報活動等を行い、水環境への理

解を促進する」ことを位置付ける。 

 

 

 

（２） 下水道と比較して個人設置による浄化槽は維持管理費用の負担が大きい。費用負担  

の公平性を保つ議論が必要ではないか。 

 

 

 ⇒ 京丹後市の事例では、例えば１ヶ月の使用量を２０m3とすると、下水道の維持管理

費が 3,196 円／月であるのに対し、個人設置型の浄化槽では 6,293 円／月と約 2 倍と

の試算結果もある。 

   一方、下水道エリアは、その大部分が市街化区域となることから都市計画税の対象

となる。市町村の街づくりの中で、総合的な視点での議論が必要と思われる。 

 

■下水道             ■浄化槽（個人設置） 

  費用/月 

使用料 3,196 

 

 

 

※浄化槽の種類：5人槽 

                  保守点検及び清掃の費用は、京丹後市に聞き取り 

  

 
費用/年 費用/月 

保守点検（年 3回） 38,828 3,236 

清掃 31,680 2,640 

法定検査 5,000   417 

合計 75,508 6,293 
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（３） 新計画では、「更なる水洗化の進展」と「事業の持続性」が重要なテーマであり、

いずれも自治体間の横断的な連携強化が必要であると考える。 

 

 

⇒  集落排水に代表される老朽化による更新費用の増大など将来的な不安に対し、集

落排水の下水道接続などのハード連携や、技術研修会等の共同開催などのソフト連

携を、「広域化・共同化計画」として本計画の一部に位置付け、汚水処理事業の持続・

成長を目指す。 

 

 
（京都府水洗化総合計画 2015より） 

 

 


